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公益財団法人日弁連法務研究財団 

(本号の目次) ---------------------------------------------------------------------------- 

1. 法律雑誌等に掲載された主な判例 

2. 令和 7 年(2025 年)11 月 20 日までに成立した、もしくは公布された法律 

3. 11 月の主な発刊書籍一覧（私法部門）  

4. 11 月の主な発刊書籍一覧（公法・その他部門） 

5. 発刊書籍の解説 

 

(掲載判例 INDEX) ---------------------------------------------------------------------- 

*「1.法律雑誌等に掲載された主な判例」の要旨及び判決日又は決定日を掲載します。 

 

（民事法）  

【１】自動車保険において、死亡保険金の請求権は被保険者の相続財産に属するものと解するのが相

当とし、被保険者の父母、配偶者又は子が存在することは被保険者の人身傷害保険金の額に影響を及

ぼさないとした事例（２０２５年１０月３０日最高裁） 

参照条文等：保険法４６条、民法７１１条 

キーワード：自動車保険  人身傷害条項 被相続人の相続財産 

【２】被相続人Ａと離婚した前夫との間の子Ｘらが、Ａと再婚したＹに対しＡの生前にＹがＡの預金を無

断で引き出したとしてＡのＹに対する不当利得返還請求権を相続したと主張し、Ｙに対しそれぞれ法定

相続分相当の利得金の支払を求めたが、請求が棄却された事例（２０２３年８月３日東京高裁） 

参照条文等：民法７０３条、７６２条 

キーワード：預金の出捐者 預金の引き出し 不当利得 

【３】Ｘ（Ｙの実姉、財産管理能力に難があった）Ｙ間でＸ所有の不動産を信託財産としＸを委託者兼受

益者、Ｙを受託者として信託契約を締結したが、ＸがＹに対し所有権移転登記及び信託登記の抹消、Ｙ

が収受した信託不動産の賃料の支払等を求め、請求が一部認容された事例（２０２４年２月８日東京高

裁） 

参照条文等：信託法３７条・３８条・２２２条  

キーワード：信託契約 預金通帳 謄写請求権  

【４】外国の方式に従って婚姻した日本人夫婦Ｘらが東京都特別区のＹ区長に対し「夫婦が称する氏」

の記載を欠く婚姻届を提出したところ区長が届出不受理の処分をしたため、同処分につき不服を申立

てた事案で、不服申立てを却下した原審の審判を維持しＸらの抗告を棄却（２０２５年５月２８日東京

高裁） 

参照条文等：民法７５０条、戸籍法７４条１号・１２２条 

キーワード：外国の方式による婚姻 夫婦が称する氏 婚姻届 

【５】Ｙ運営の病院に入院中の高次脳機能障害を有するＱが病室の窓から出てベランダから転落して死

亡したためＱの相続人ＸらがＹに対し主位的に工作物責任に基づき、予備的に安全配慮義務違反に基

づき損害賠償を求めたところ、Ｘらの請求の一部が認容された事例（２０２４年９月６日東京地裁） 

参照条文等：民法７１７条１項 

キーワード：工作物責任  ベランダから転落 病院 

【６】Ｘ（都）が東日本大震災及び東電原発事故による避難者Ｙとの間で国家公務員宿舎に係る使用貸

借契約を締結し引渡したが、Ｙが契約期間終了後も同宿舎を返還しなかったため使用料相当額の支払

を求めた事案で、Ｘによる使用料相当額の損害賠償を全部認容（２０２４年１０月７日東京地裁） 
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参照条文等：民法１条２項・３項、民法（改正前）４１５条・５９３条・５９７条、災害対策基本法７４条１

項、経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約〔人権Ａ規約〕）１１条１項・１２条  

キーワード：公務員宿舎  使用貸借契約 原発事故 

【７】被相続人Ａが地方公共団体Ｙに土地を寄付し所有権移転登記がなされたところ、Ａの相続人Ｘが、

被相続人は寄付当時意思能力を有しておらず登記は無効と主張しＹに対し当該土地の所有権移転登

記の抹消登記手続を求めたがＸの請求を権利の濫用として棄却した（２０２４年１１月１日札幌地裁） 

参照条文等：民法１条３項 

キーワード：権利濫用 意思能力 所有権移転登記の無効 

 

（知的財産）  

【８】Ｙら（被告・上告人ら）が米国のサーバからネット経由で我が国所在の端末に対し、Ｘ（原告・被上告

人）の有する特許権に係るプログラムを配信することが特許権侵害に該当しないとして、特許権侵害差

止請求を棄却した原審の判断を是認した事案（２０２５年３月３日最高裁） 

参照条文等：特許法６８条・第４章第２節・２条３項１号・１０１条１号  

キーワード：特許権侵害差止請求 プログラム配信 米国のサーバ 

【９】動画共有サービスを提供するため米国内のウエブ及びコメント配信用サーバ等を設置管理するＹ

が、ユーザが使用する我が国所在の端末にファイルを配信することがＸの有する特許権の侵害に該当

するかが争われ、Ｘの特許権侵害差止請求が棄却された事案（２０２５年３月３日最高裁）  

参照条文等：特許法２条３項１号・６８条  

キーワード：特許権侵害差止請求 米国内のサーバ 動画共有サービス 

【１０】発明の名称を「トイレットロール」等とする特許権に基づく侵害行為差止請求等を棄却した原審

を不服として特許権者である控訴人が控訴したが、本件発明１の「エンボス深さ」の測定に係る補充主

張は認められず、控訴人の本件控訴を棄却した事案（２０２５年１０月８日知財高裁）  

参照条文等：特許法７０条２項 

キーワード：侵害行為差止請求 特許権 トイレットペーパー 

【１１】発明の名称を「車両シートに取り付けるためのチャイルドセーフティシート又はベビーキャリア及び

そのようなシートのためのサイドインパクトバー」とする特許につき訂正請求による訂正を認めた上で無

効審判請求を不成立とした審決が取消された事案（２０２５年１０月８日知財高裁）  

参照条文等：特許法１２６条５項・６項・１３４条の２第１項ただし書２号 

キーワード：特許 訂正請求による訂正 無効審判請求 

【１２】被告は第２５類「Ｔシャツ」等を指定商品とし「ＲＯＧ」の文字からなる商標の商標権者であり、原

告が本件登録商標について不使用取消審判を請求し、特許庁が不成立の審決をしたので原告がその

取消しを求める本件訴訟を提起したところ請求が棄却された事案（２０２５年１０月２１日知財高裁）  

参照条文等：商標法２条３項１号・２号・８号・５０条１項・２項  

キーワード：出所識別機能 要証期間 商標的使用 

【１３】原告は第３０類「フレンチトースト」等を指定商品とし「飲めるフレンチトースト」なる商標につき商

標登録出願をしたが拒絶査定を受け、不服審判請求も特許庁により不成立と審決されたので、その取

消を求める本件訴訟を提起したところ請求が棄却された事案（２０２５年１０月２９日知財高裁） 

参照条文等：商標法３条１項６号 

キーワード：飲めるフレンチトースト 識別力 審決取消請求  

 

（民事手続）  
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【１４】政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律７条の２第１項にいう法

人である政党等は、同法１０条１項又は２項の規定により解散したものでない場合であっても破産手続

開始の決定を受けるべき適格を有すると判示（２０２５年１０月２０日最高裁）  

参照条文等：政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律７条の２第１

項・１０条１項・２項・１０条の９  

キーワード：政党 法人  解散 破産手続の対象 

【１５】犯罪利用預金口座等として取引停止中の預金口座の名義人Ａに対し損害賠償の認容判決を得

たＸ（振込詐欺被害者）が、同口座の預金債権について仮執行宣言付支払督促に基づく債権差押え命

令の発令を得たＹに対し請求異議の訴えを提起し、請求が認容された（２０２５年５月１３日福岡地裁）  

参照条文等：民事執行法３５条１項・２項  

キーワード：犯罪利用預金口座 仮執行宣言付支払督促 請求異議の訴え 

 

（刑事法）  

【１６】司法警察員は申立人Ｘの車から押収した現金等をＡから騙し取ったものとしてＡに還付した（処

分１）が、この詐欺事件につきＸの無罪が確定。Ｘは当該現金の還付を請求したが検察官は還付をしな

い処分（処分２）としたため、Ｘが両処分の取消を求め認容された事例（２０２５年１１月１０日最高裁）  

参照条文等：刑事訴訟法２２２条１項・１２３条１項 

キーワード：押収物の還付 スーツケース 現金  無罪 

【１７】原判決には財物の交付を受けた者が欺罔行為者と全く無関係の者ではないことを示す事情を摘

示せず詐欺罪の成立を認めた点に理由不備の違法があるとして原判決を破棄した上で原判決と同様

に懲役２５年に処断した事例（２０２５年１１月６日仙台高裁）  

参照条文等：刑法２４６条 

キーワード：詐欺罪 第三者に交付 欺罔行為者との関係 

【１８】弁護士Ｘは犯人隠避教唆の被疑者として逮捕、勾留され、検察官の取調べに対しては黙秘を続

けたが、Ｘは本件取調べには黙秘権侵害、弁護士依頼権侵害及び人格権侵害の違法があった等として

国に対し損害賠償等を求め、請求の一部が認容された（２０２４年７月１８日東京地裁）  

参照条文等：国家賠償法１条１項  

キーワード：黙秘 取調べ 人格権の侵害 国家賠償請求 

 

（公法）  

【１９】現行法令が同性間の婚姻を認めていないのは憲法違反と主張し、国に対し立法不作為を理由と

して損害賠償を請求したところ、憲法１４条１項、２４条２項違反を認める一方、現時点までに違反が明

白となっていたとは言えず、国家賠償法の適用上違法とはいえないと判断（２０２４年１０月３０日東京

高裁） 

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条１項・２項、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１

条１項 

キーワード：同性婚 立法不作為 国家賠償請求 

【２０】教育長がした情報の一部開示決定を不服として控訴人が審査請求したが教育長が裁決をしな

いまま放置する一方、権限のない町長が非開示部分の開示を決定したため、控訴人が教育長が裁決し

ないことの違法確認と、町長の開示決定取消を求め、請求が認容された事例（２０２５年２月２７日仙

台高裁）  

参照条文等：行政不服審査法４４条・４６条１項・５０条１項  
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キーワード：教育長 裁決の放置 町長 開示決定 

【２１】同性婚を認める規定を全く設けていないことの憲法適合性につき、種々の司法判断の内容自体

は必ずしも統一されておらず最高裁判所の判断もまだなされていないことから、諸規定を改廃しないこ

とが国家賠償法上違法であるとはいえないと判示（２０２５年３月７日名古屋高裁）  

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１条１項 

キーワード：同性婚 諸規定の改廃 国家賠償請求 

【２２】現行法令が同性間の婚姻を認めていないのは憲法違反と主張し、 国会がそれに対し立法措置

をとらないという立法不作為に対し損害賠償を求めたが、最高裁判所による統一的判断がされていな

い以上国会にとって違憲性が明白とはいえないとして請求が棄却された事例（２０２５年３月２５日大

阪高裁）  

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条１項・２項、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１

条１項 

キーワード：同性婚 立法不作為 国家賠償請求 

【２３】２０２５年７月の参議院議員通常選挙において議員定数配分規定（最小の福井県選挙区を１とし

た場合、最多の神奈川県選挙区は３．１２７倍）の合憲性が争われたところ、国会の裁量権の限界を超

えるものとはいえず、定数配分規定が憲法違反とはいえないと判断された事例（２０２５年１１月７日仙

台高裁）  

参照条文等：憲法１４条  

キーワード：参議院議員通常選挙 選挙区選出  １票の格差 憲法１４条 

 

 

 

（民事法）  

【１】最一判令和７年１０月３０日 裁判所ＨＰ  

令和６年（受）第１２０号  保険金請求事件（棄却） 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94921.pdf 

（裁判要旨）  

（１）保険金請求権者につき「被保険者。ただし、被保険者が死亡した場合はその法定相続人とする。」

（以下「条項１」という。）との定めがある自動車保険の人身傷害条項に基づく死亡保険金の請求権は、

被保険者の相続財産に属するものと解するのが相当である。 

（２）保険金請求権者として、人身傷害事故により損害を被った「被保険者の父母、配偶者又は子」との

定め（以下「条項２」という。）がある自動車保険において、被保険者の父母、配偶者又は子が存在する

ことは、被保険者の人身傷害保険金の額に影響を及ぼさない。 

（理由）  

（１）本件人身傷害条項によれば、人身傷害保険金は、人身傷害事故により損害を被った者に対し、そ

の損害を填補することを目的として支払われるものとされているとみることができる。そして、本件人

身傷害条項では、被保険者が死亡した場合においても、精神的損害につき被保険者「本人」等が受けた

精神的苦痛による損害とする旨の文言があり、逸失利益につき被保険者自身に生ずるものであること

を前提とした算定方法が定められていることからすれば、死亡保険金により填補されるべき損害が、被

保険者自身に生ずるものであることが前提にされているといえる。以上に加え、保険契約者の通常の

1. 法律雑誌等に掲載された主な判例 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94921.pdf
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理解を踏まえると、条項１は、人身傷害事故により被保険者が死亡した場合を含め、被保険者に生じた

損害を填補するための人身傷害保険金の請求権が、被保険者自身に発生する旨を定めているものと

解すべきである。条項１のただし書は、死亡保険金の請求権について、被保険者の相続財産に属するこ

とを前提として、通常は法定相続人が相続によりこれを取得することになる旨を注意的に規定したも

のにすぎないというべきである。 

（２）本件人身傷害条項によれば、被保険者の近親者が存在しない場合には、死亡した被保険者の精神

的損害の額が、本件精神的損害額の全額であることを前提として、死亡保険金の額を算定すべきこと

となる。そして、条項２により保険金請求権者となる近親者が存在することによって、被保険者が受け

た精神的苦痛等が減少するものとはいえず、本件人身傷害条項においても、当該近親者が存在する場

合に当該近親者の保険金の額と死亡保険金の額とを調整する旨の定め等は存在しない。加えて、被保

険者の近親者が固有の精神的損害について保険金を請求する意思がない場合において、死亡保険金

の額が減額されるとすれば、本件損害額基準が被保険者の属性ごとに単一の金額である本件精神的

損害額を定めていることとそぐわない。これらの点に加え、保険契約者の通常の理解を踏まえると、本

件人身傷害条項は、被保険者が人身傷害事故により死亡した場合には、被保険者の近親者が存在する

ときであっても、人身傷害保険金を支払うべき被保険者の精神的損害の額が本件精神的損害額の全

額であることを前提として、死亡保険金の額を算定するものとしていると解すべきである。そのように

解したとしても、本件人身傷害条項は、死亡保険金の請求権と、被保険者の近親者の保険金の請求権

について、保険会社が、後者の請求権の金額の範囲内で、全ての保険金請求権者のために各保険金請

求権者に対して履行をすることができる旨定めていると解することができるから、保険会社において二

重払の負担を負うものではないというべきである。 

参照条文等：保険法４６条、民法７１１条 

 

【２】東京高判令和５年８月３日 判例タイムズ１５３６号１７３頁  

令和５年（ネ）第７３２号  不当利得返還請求控訴事件（取消、上告）  

被相続人Ａと離婚した前夫との間の子Ｘらが、Ａと再婚したＹに対し、Ａの生前にＹがＡの預金を無断

で引き出して利得したことを理由に、Ａの死亡によりＡのＹに対する不当利得返還請求権を相続したと

主張して、Ｙに対し、それぞれ法定相続分相当の利得金（１０００万円）の支払いを求めた事案。 

本判決は、Ｙは、Ａと婚姻して以降、Ｙの勤務先からの給与等をＡに渡し、Ｙの開業後はその収益をＡ

に渡して、いずれの収入もＡが管理し、婚姻生活の費用を支出していたこと、一方で、Ａは自営業を手伝

うほかには就労等はしていなかったことなどを認定し、このような両名の収入状況を基に形成された本

件預金の出捐者は、専らＹであったと認められ、本件預金のうち大半は定期預金であるところ、預入れ

の経緯の詳細は不明であり、出捐者ＹがＡを預金者とする意思を有していたことを強く否認している状

況下においては、口座名義及び管理状況のみをもって本件預金がＡに帰属していたものと認めること

は困難であるとして、Ｘらの請求をいずれも棄却した。 

参照条文等：民法７０３条、７６２条 

 

【３】東京高判令和６年２月８日 判例時報２６３０号７２頁 

令和４年（ネ）第２３７９号 所有権移転登記等請求控訴事件（一部変更（確定））  

本件は、Ｘ（Ｙの実姉、財産管理能力に難があった）Ｙ間で、Ｘ所有の不動産を信託財産とし、Ｘを委

託者兼受益者、Ｙを受託者として信託契約１を締結し、信託を原因とする所有権移転登記及び信託登

記がなされたが、その後、信託契約１が終了したとして、ＸがＹに対し、（１）信託契約１に係る各登記の

抹消登記手続を求め、（２）信託契約１より前に、Ａ（ＸＹの母）Ｙ間で、Ａ所有の賃貸用不動産を信託財
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産の一部とし、Ａを委託者、Ｙを受託者、Ａ及びＸを共同受益者として締結した信託契約２（後にＡ死亡

により、Ａの地位をＹの子Ｂに変更された）に関し、Ｙが本件信託不動産の賃料を収受しながらこれをＸ

に引き渡さないとして、信託契約２に基づき、平成３０年７月～令和３年１月までの賃料合計の２分の１

相当額４７２万７５００円の支払を請求するとともに、（３）信託法３８条１項及び６項に基づき、本件信

託不動産について作成された財産目録、貸借対照表、損益計算書、預金通帳、税務申告書及び会計帳

簿の謄写を求めた事案である。 

原審は、（１）及び（３）を全部認容し、（２）について２４８万４１２３円の限度で認容したのに対し、Ｙが

控訴した。 

本判決は、（１）について原判決を支持したが、（２）について、信託契約２は、信託金融資産から受益

者の生活費等を交付すべきことが定められているが、具体的金額やその算定方法は明らかにされてお

らず、交付時期も明示されていないこと等を理由に、Ｘの生活費等として、いつ、いくらを支払うかにつ

いては、Ｙの裁量に基本的に委ねられていると解するのが相当であるとして棄却し、（３）については、

預金通帳についてのみ信託帳簿に相当する書類であるとして謄写請求権を認めた。 

参照条文等：信託法３７条・３８条・２２２条  

 

【４】東京高決令和７年５月２８日 判例タイムズ１５３６号１７７頁 

令和７年（ラ）第４５８号  市町村長の処分に対する不服申立却下審判に対する抗告事件（抗告棄却、

特別抗告）  

外国の方式に従って婚姻した日本人夫婦Ｘらが、東京都特別区のＹ区長に対し、戸籍法７４条１号の

「夫婦が称する氏」の記載を欠く婚姻届を提出し、婚姻の届出をしたところ、区長が、民法７５０条及び

戸籍法７４条１号に反することを理由に当該届出を受理しない旨の処分をしたため、戸籍法１２２条の

規定により、同処分について不服を申立てた事案。 

裁判所は、本件婚姻が成立要件を形式的にも実質的にも充足し、有効に成立していることを前提に、

戸籍法７４条１号は、届書の必要的記載事項として「夫婦が称する氏」を定めているところ、この規定が

本件届出のような報告的届出に適用されないと解する根拠はなく、本件届出についても同号が適用さ

れ、本件婚姻届はその必要的記載事項の記載を欠く不備があるから、Ｘらに当該不備の補正をさせる

ことなく届出を受理することはできず、本件不受理処分の際、Ｘらの間で「夫婦が称する氏」を定める

協議が調う見込みがなかったことは明らかで、Ｘらが区長に対し、いまだ夫又は妻のいずれかの氏を定

めて届け出ていないことも併せ考えると、区長が抗告人らに対し、本件婚姻届に「夫婦が称する氏」の

記載をさせることによりその不備の補正をさせることなく本件不受理処分をしたことは不当でないとし

て、Ｘらの抗告を棄却し、原審の不服申立てに対する却下の審判を維持した。 

参照条文等：民法７５０条、戸籍法７４条１号・１２２条 

 

【５】東京地判令和６年９月６日 判例時報２６３０号９８頁 

令和４年（ワ）第１８０６１号 損害賠償請求事件（一部認容、一部棄却（確定））  

本件は、Ｙ運営のＡ病院に入院していた高次脳機能障害を有するＱ（当時７０歳）が２階病室の窓を

くぐりぬけてベランダに降り、さらにベランダの手すりに登り転落し死亡したことに関し、Ｑの相続人Ｘ

らが、Ｙに対し、主位的に工作物責任に基づき、予備的に安全配慮義務違反に基づき損害賠償金（Ｘ１

＝１８７３万８０７０円、Ｘ２～４＝各６６１万２６９１円）の支払を求めた事案である。なお、本件窓は、ス

ライド式開閉仕様で、Ｑと同様の体格であれば、身体を横にすることで通り抜けが可能であり、窓の下

の室外機に足をつくことでベランダへ降りることが可能であったこと等が事故後のＡ病院調査委員会

により確認された。 
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本判決は、本件窓及びベランダの構造は、認知症患者等が本件窓を通り抜けてベランダに降り、そこ

から転落することを防止するには不十分であり、通常有すべき安全性を欠いていたものと認めるのが

相当であるとし、安全対策が施されていれば、本件事故は発生しなかったとして相当因果関係を肯定し、

本件事故は高次脳機能障害の症状の影響により発生したというべきであるからＱに過失は認められな

いとし、Ｘらの請求を一部認容（Ｘ１＝１４８８万８０６８円、Ｘ２～４＝各５１４万６０２３円）した。 

参照条文等：民法７１７条１項 

 

【６】東京地判令和６年１０月７日 判例時報２６３０号１１０頁  

令和４年（ワ）第３０６７号 建物土地明渡等請求事件（認容（控訴））  

本件は、Ｘ（都）が、東日本大震災及び東電原発事故による避難者Ｙとの間で、国から使用許可を受

けた国家公務員宿舎（本件建物）に係る使用貸借契約を締結し、引き渡したが、Ｙが契約期間終了後も

本件建物を返還しなかったために損害が発生したとして、使用料相当額の支払を求めた事案であり、

本件訴訟提起時点では、Ｙは本件建物を占有していたが、その後、明け渡したことから、明渡請求部分

は取り下げられた。Ｙは、当該契約は期間の定めのないものであり、Ｘの明渡請求は、国が本件建物の

応急仮設住宅としての供与を打ち切る決定をしたことによるものであり、Ｙの自宅について現在でも深

刻な汚染状況が継続していることからすれば、国の上記決定は、人権Ａ規約、憲法１３条等に違反する

ものであり、明渡請求等は、権利の濫用又は信義則に反し許されない等と主張した。 

本判決は、ＸＹ間の契約は、期限の定めのある使用貸借契約であるとし、Ｘによる本件建物の貸与は、

福島県からの応援要請に基づくものであり、県からの要請が終了した以上は、応急仮設住宅を供与す

る法的な前提が失われていること、ＸＹ間で当該契約の終期が明示的に合意され、Ｘは、契約期間終了

の相当前から複数回予告した上で、住宅確保のための支援策を講じ、その旨情報提供をするなどして

きたことを踏まえ、Ｙの主張を排斥し、Ｘによる使用料相当額の損害賠償を全部認容した。 

参照条文等：民法１条２項・３項、民法（改正前）４１５条・５９３条・５９７条、災害対策基本法７４条１

項、経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約〔人権Ａ規約〕）１１条１項・１２条  

 

【７】札幌地判令和６年１１月１日 判例時報２６３１号５２頁  

令和５年（ワ）第８２８号 土地所有権移転登記抹消登記請求事件（棄却（確定））  

地方公共団体Ｙに対して被相続人Ａが土地（対象土地）を寄付したとして寄付を登記原因とする所

有権移転登記がされているところ、被相続人が寄付当時意思能力を有していなかったから同登記は無

効であるなどと相続人の一人Ｘが主張し、当該地方公共団体に対して当該土地についての所有権移転

登記の抹消登記手続を求めた事案。 

裁判所は、Ａが寄付当時に寄付を決定するに足りる意思能力を有していなかったこと及びＹによる

取得時効成立していないことを判示した上で、 

（１）対象土地は、もともとＹがＡに売り渡した土地とＡ所有隣接地を合筆・分筆して形成されたもので、

住民の通行を確保することを付帯条件としてＡからＹに対し寄付申出がされ、Ｙは対象土地を道路とし

て使用する前提で受け付け、寄付を原因とする所有権移転登記がされた。 

（２）Ｙ側が寄付をＡの意思に基づくものと判断したことは合理的であり、Ａが意思能力を有していない

との想起は困難で、Ｙに落ち度があったとはいい難い。 

（３）寄付がＡの意向に反していたということはできない。 

（４）訴訟提起に至るまで、寄付から約１６年７か月、Ａの死亡から約３年５か月が経過しているところ、

寄付を問題視しているのはＸのみで、Ｘも土地の道路使用は認めていること、Ｘは寄付実施に近接した

時期に知ることができたのに無効主張まで相当長期間経過している。 
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といった諸事情の下ではＸの抹消登記請求が権利の濫用に当たり許されないものと判示した。 

参照条文等：民法１条３項 

 

（知的財産）  

【８】最二判令和７年３月３日 判例時報２６３１号７５頁 

令和５年（受）第１４号・第１５号 特許権侵害差止等請求事件（上告棄却） 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93838.pdf 

Ｙら（被告・上告人ら）が、動画共有サービスを提供するため、米国所在のサーバから、インターネット

を通じ、ユーザが使用する我が国所在の端末に対し、Ｘ（原告・被上告人）の有する特許権に係るプログ

ラムの発明の技術的範囲に属するプログラムを配信することが、属地主義の原則との関係などで特許

権侵害に該当するかが争われた事案において、裁判所は、次の（１）～（３）など判示の事情の下では、

当該配信は特許法２条３項１号にいう「電気通信回線を通じた提供」に当たる、Ｘの有する特許権に係

る装置の発明の技術的範囲に属する装置の生産にのみ用いるプログラムを配信することは特許法１０

１条１号にいう「譲渡等」に当たると判示し、原審の判断を是認し上告を棄却した。 

（１）上記の配信は、上記端末を使用するユーザが、上記サービスの提供を受けるために、上記サービス

に係る動画を視聴するためのウェブページにアクセスすると当然に行われる。 

（２）上記発明は、動画とコメントの表示範囲を調整等することにより、コメントの読みにくさを低減させ

るという効果を奏するものであるところ、上記サービスは、上記の配信により上記端末にインストールさ

れた上記プログラムを利用することにより、また上記端末へのインストールにより上記装置が我が国の

領域内で生産され、それが使用されるようにし、我が国において、上記の調整等がされた動画をユーザ

に視聴させるものである。 

（３）Ｘが上記特許権を有することとの関係で、上記の配信が、Ｘに経済的な影響を及ぼさないというべ

き事情はうかがわれない。 

参照条文等：特許法６８条・第４章第２節・２条３項１号・１０１条１号  

 

【９】最二判令和７年３月３日 判例時報２６３１号９７頁 

令和５年（受）第２０２８号 特許権侵害差止等請求事件（上告棄却）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93839.pdf 

動画共有サービスを提供するため、米国内でウェブサーバ及びコメント配信用サーバ等の設置管理

をしているＹが、上記ウェブサーバから、インターネットを通じ、ユーザが使用する我が国所在の端末に

ファイルを配信することにより、上記端末と上記コメント配信用サーバ等とを含むシステムであって、Ｘ

の有する特許権に係るシステムの発明の技術的範囲に属するものを構築することは、次の（１）～（３）

など判示の事情の下では、特許法２条３項１号にいう「生産」に当たるとされた事例。 

（１）上記の配信による上記システムの構築は、上記端末を使用するユーザが、上記サービスの提供を受

けるために、上記サービスに係る動画を視聴するためのウェブページにアクセスすると当然に行われる。 

（２）上記発明は、動画上に表示されるコメント同士が重ならないように調整するなどの処理を行い、コ

メントを利用したコミュニケーションにおける娯楽性の向上という効果を奏するものであるところ、上記

（１）の結果、上記システムにおいて、上記の調整などの処理がされることとなり、当該処理の結果が、

上記システムを構成する我が国所在の端末上に表示される。 

（３）Ｘが上記特許権を有することとの関係で、上記の配信やその結果として構築される上記システム

が、Ｘに経済的な影響を及ぼさないというべき事情はうかがわれない。 

参照条文等：特許法２条３項１号・６８条  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93838.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93839.pdf
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【１０】知財高判令和７年１０月８日 裁判所ＨＰ 

令和６年（ネ）第１００６９号 特許権侵害差止等請求控訴事件 特許権 民事訴訟（棄却）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94688.pdf 

発明の名称を「トイレットロール」等とする特許権に基づく侵害行為差止請求等を棄却した原審を不

服として特許権者である控訴人が控訴したが、本件発明１の「エンボス深さ」の測定に係る補充主張は

認められず、控訴人の本件控訴を棄却した事案。 

控訴人は、本件明細書１の記載及び本件発明１の解決課題等から導かれる「エンボス深さ」の技術的

意義からすれば、本件発明１の「エンボス深さ」の測定に当たっては、一つのエンボスにおける最も深い

位置（最深部）と当該エンボス周辺において最も高い位置（最高部）を特定した上、最深部と最高部の

差分を求め、これを「エンボス深さ」とすべきであり、断面曲線を取得することは必要でない旨主張する。 

しかし、一般に、トイレットペーパーの表面には繊維塊や繊維のない部分などがあり、トイレットペーパ

ーの表面にエンボスを形成した場合、エンボスの内部やトイレットペーパー表面に、微細な凹凸が存在す

る。そして、本件発明１に係る特許請求の範囲の記載には「エンボス深さ」の定義に関する記載はなく、

「エンボス深さ」が上記の微細な凹凸を含むのか否かなど、「エンボス深さ」がどの部分の寸法を意味す

るのかは、特許請求の範囲の記載からは一義的に明らかであるとはいえない。したがって、本件発明１

に係る特許請求の範囲の記載にある「エンボス深さ」の用語の意義は、明細書の記載を考慮して解釈す

べきである（特許法７０条２項）。 

本件明細書１には、エンボス深さの測定方法が記載されているから、本件発明１に係る特許請求の範

囲の記載の「エンボス深さ」の用語の意義は、本件明細書１に記載された測定方法によって測定される

数値と解すべきである。しかし、補充主張は、本件明細書１に則して認定したものとは認められない。 

控訴人主張のように、本件明細書１の記載や本件発明１の解決課題等から導かれる「エンボス深さ」

の技術的意義を根拠として、本件発明１の「エンボス深さ」の測定方法について、本件明細書１の上記

各段落に記載の方法と異なる方法を用いるべきと解することはできず、控訴人の上記主張は採用する

ことができない。 

参照条文等：特許法７０条２項 

 

【１１】知財高判令和７年１０月８日 裁判所ＨＰ 

令和６年（行ケ）第１０１００号 審決取消請求事件 特許権 行政訴訟（認容）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94701.pdf 

発明の名称を「車両シートに取り付けるためのチャイルドセーフティシート又はベビーキャリア及びそ

のようなシートのためのサイドインパクトバー」とする特許について、訂正請求による訂正を認めた上で

無効審判請求を不成立とした本件審決の取消訴訟であって、本件訂正が訂正要件に適合するとして本

件訂正を認めた本件審決の判断は誤りであるとして、審決を取り消した事案。 

誤訳の訂正を目的とする訂正は、平成６年法律第１１６号による特許法の改正において、外国語を日

本語に翻訳する過程での誤訳があった場合に、外国語による記載内容をもとに誤訳を訂正することが

できないと発明の適切な保護が図れないとされる問題を解消するため、新たに導入された外国語書面

出願制度（特許法３６条の２）において、特許請求の範囲を実質的に拡張又は変更しないこと等を条件

として認められたものであり、外国語特許出願についても同様に認められたものである。このように、誤

訳の訂正を目的とする訂正を認めた趣旨に照らすと、誤訳の訂正とは、翻訳により生じた記載上の誤

りを、原文の記載内容をもとに訂正するものをいい、その他特許法１３４条の２第９項で準用される同

法１２６条５項、同条６項等の訂正要件を満たすものに限り、許されるものと解される。 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94688.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94701.pdf
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外国語特許出願に係る特許の無効審判請求における訂正請求において、特許法１３４条の２第１項

ただし書２号に定める誤訳の訂正に当たるためには、①国際出願日における国際出願の明細書、（特許）

請求の範囲又は図面（特許法１８４条の１９。以下「原文」という。）の記載と、設定登録時（訂正審判に

よる訂正があれば訂正後）の明細書、特許請求の範囲又は図面の記載の意味が、翻訳の誤り（誤訳）に

より異なること、②訂正後の記載は、原文の記載の意味を表すものとして、両記載の意味が一致するこ

と、の二つの要件を満たすことが必要であると解される。 

これを本件についてみると、本件訂正に係る訂正事項７における訂正は、原文における「ｌｉｎｅａｒ」は、

辞書によれば、「ｌｉｎｅａｒ」は、「１ａ）直線状の、線状の」という意味を有すると認められる。そして、被告

は、前件訂正請求において、「ｌｉｎｅａｒ」という文言を「直線的」と訳すことを明示的に内容に含む訂正

を求めており、それが原文の正しい翻訳である旨を主張していたところである。このような事情に鑑み

れば、原文の「ｌｉｎｅａｒ」という文言を明細書において「直線的」と訳した場合に、原文の記載と明細書

の記載の意味が異なるとは認められない。他方、「直線」という語と「直接」という語は意味が異なるか

ら、原文の「ｌｉｎｅａｒ」という文言を明細書において「直線的」と訳す場合には、原文の記載と明細書の

記載は意味が異なり、これらが一致するとは認められない。 

そうすると、訂正事項７においては、訂正前の本件明細書等の「直線的」の意味が、翻訳の誤りにより

原文の「ｌｉｎｅａｒ」の意味と異なるものということはできないから、上記の要件の①を満たすものといえ

ない上に、訂正後の記載が原文の記載の意味を表すものと一致するものともいえないから、同要件の

②も満たさないから、訂正事項７は特許法１３４条の２第１項ただし書き２号に定める誤訳の訂正には

当たらないと認められる。 

参照条文等：特許法１２６条５項・６項・１３４条の２第１項ただし書２号 

 

【１２】知財高判令和７年１０月２１日 裁判所ＨＰ 

令和７年（行ケ）第１００４５号 審決取消請求事件 商標権 行政訴訟 （棄却）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94944.pdf 

被告は、「ＲＯＧ」の文字を標準文字で表してなり、第２５類「Ｔシャツ」等を指定商品とする商標（本

件登録商標）の商標権者であり、原告が、本件登録商標について不使用取消審判を請求したところ、特

許庁が不成立の審決（本件審決）をしたので、原告が本件審決の取消しを求める本件訴訟を提起した

事案。 

被告商品は、胸元に、「ＲＯＧ」の文字（本件使用商標）をプリントしたＴシャツである。Ｔシャツにプリ

ントされた本件使用商標は、書体の若干の違いや文字色の違いはあっても、「ＲＯＧ」の文字を表してい

ることは明らかであり、その使用は、「ＲＯＧ」（標準文字）からなる本件登録商標と社会通念上同一の

商標の使用に当たると認められる。 

これに対し、原告は、本件使用商標は単なるデザインとして認識され、商品の出所識別機能を果たす

もの（商標的使用）ではない旨主張する。しかし、商標法５０条１項、２項の「登録商標の使用」が「商標

的使用」でなければならないと解したとしても、デザインとしての機能を有することは、商標としての自

他商品識別機能と排他的、択一的関係にあるものではない。標準文字からなる「ＲＯＧ」の標章は、通

常、出所識別機能を有する標章であり、本件使用商標で用いられている「ＲＯＧ」の文字の形状には一

定のデザイン性が認められるものの、そのデザイン化の度合いは高いものではなく、通常の文字として

認識可能であることが認められる以上、出所識別機能が失われるわけではない。本件において、Ｔシャ

ツにおける「ＲＯＧ」の文字が単なるデザインとしてのみ取引者や需要者に認識されるとみるべき特段

の事情も認められないから、これらのＴシャツに係る本件使用商標の使用は、商標的使用に該当すると

認めるのが相当である。 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94944.pdf
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以上によれば、本件登録商標の商標権者である被告は、要証期間において、本件登録商標と社会通

念上同一の商標を、商標法２条３項１号、同２号及び同８号に掲げる各行為により使用したことが認め

られるから商標法５０条１項により取り消すことはできない、として原告の請求は棄却された。 

参照条文等：商標法２条３項１号・２号・８号・５０条１項・２項  

 

【１３】知財高判令和７年１０月２９日 裁判所ＨＰ 

令和７年（行ケ）第１００４０号 審決取消請求事件 商標権 行政訴訟 （棄却）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94968.pdf 

原告は、「飲めるフレンチトースト」の文字を標準文字で表してなる商標（本願商標）につき、第３０類

「フレンチトースト」等を指定商品として、商標登録出願をしたところ、拒絶査定を受けたため、拒絶査

定不服審判を請求したが、特許庁が不成立の審決（本件審決）をしたので、原告が本件審決の取消しを

求める本件訴訟を提起した事案。 

本願商標の指定商品と関連する食品業界においては、「飲めるパンケーキ」や「飲めるチーズケーキ」

などのように称する、飲めるような食品、すなわち噛まずに飲めるほど柔らかい食感の食品が広く流通、

提供されている取引の実情があることが認められる。このような取引の実情を踏まえると、「飲める○

○」（○○は食品種別名）とのフレーズは、上記のような商品の特性や優位性（食感、特徴）を表すため

の比喩的な表現として、取引上普通に採択、使用されていると認められる。 

以上によれば、「飲める○○」が商品の特性や優位性を表すための比喩的な表現として一般的に使

用されているとの食品業界における取引の実情も踏まえると、本願商標「飲めるフレンチトースト」は、

構成文字全体として「飲める（ような）フレンチトースト」程度の意味合いを認識、理解させるものである。

そのため、本願商標は、その指定商品に係る需要者である一般消費者をして、商品の特性や優位性（食

感、特徴）を比喩的に表現した表記と一般に認識させるものであり、同種食品の製造、販売又は提供に

際し、必要適切な表示として何人もその使用を欲するものであるから、特定人によるその独占使用を認

めるのを公益上適当としないものであるとともに、一般的に使用される標章であって、自他商品の識別

力を欠くため、商標としての機能を果たし得ないものであり、そのような標章について商標制度を利用

した登録を認める必要はないと認められる。 

したがって、本願商標は、需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することができない商

標であり、商標法３条１項６号に該当する、として原告の請求は棄却された。 

参照条文等：商標法３条１項６号 

 

（民事手続）  

【１４】最一決令和７年１０月２０日 裁判所ＨＰ  

令和６年（許）第１７号 破産手続開始決定に対する抗告棄却決定に対する許可抗告事件（棄却） 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94873.pdf 

（裁判要旨）  

政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律７条の２第１項にいう法人で

ある政党等は、同法１０条１項又は２項の規定により解散したものでない場合であっても、破産手続開

始の決定を受けるべき適格を有する。 

（理由）  

民法上の権利能力を有する者は、破産手続開始の決定を受けるべき適格を有するのが原則である。

また、政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律（以下「法」という。）１０

条の９は、解散した法人である政党等について、破産手続開始決定を受けた場合の規定を置いている

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94968.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94873.pdf
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ところ、解散していない法人の場合でも、破産手続の対象とすべき必要性が生じ得ることは異ならない。

法１０条２項が破産手続開始の決定を解散事由に掲げていないのは、法人である政党等が、破産手続

の開始によって解散せず、破産手続が終了したときにもその法人格を失わないことを意味するにすぎ

ない（破産法３５条参照）。解散していない法人である政党等が、破産手続開始の決定を受け、政党交

付金を含む自らの財産の管理処分権を失うことがあるとしても、当該財産は当該法人の自由な政治活

動のために生じた破産債権に対する配当の原資等になるのであって、政党助成法４条１項の趣旨目的

に反するものではない。また、同法３３条２項に基づき、総務大臣から政党交付金の返還命令を受ける

場合があり得るとしても、そのことは、法人である政党等が解散していない限り破産手続の対象となり

得ないと考えるべき根拠とはならない。 

参照条文等：政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律７条の２第１

項・１０条１項・２項・１０条の９  

 

【１５】福岡地判令和７年５月１３日 判例タイムズ１５３６号２１０頁 

令和６年（ワ）第４２２７号 請求異議事件（認容、確定） 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94172.pdf 

振り込め詐欺の被害にあった原告Ｘは、当該詐欺に利用された預金口座の名義人である訴外Ａらを

被告として損害賠償請求訴訟を提起して認容判決を得た。訴外Ａの預金口座には約１０００万円の残

高があったが、犯罪利用預金口座等として、金融機関により取引停止措置（犯罪利用預金口座等に係

る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律３条１項）が講じられていた。一方、被告Ｙは、債

権者をＹ、債務者を訴外Ａ、請求額を１０００万円、請求の原因を金銭消費貸借契約とする支払督促の

申立てをし、その発布を得て、その仮執行宣言付支払督促に基づき、訴外Ａ名義の当該取引停止措置

のとられた口座に係る預金債権について、債権差押え命令の発令を得た。 

そこで、原告Ｘが、訴外Ａに代位して、請求異議の訴えを提起したところ、本判決は、仮執行宣言付支

払督促についての請求異議の訴えにおいては、被告Ｙが請求権の発生原因や債務名義の成立について

立証責任を負う旨としたうえで、被告Ｙが主張する請求権の発生原因事実を認めるべき証拠はないと

して、原告の請求を認容した。 

参照条文等：民事執行法３５条１項・２項  

 

（刑事法）  

【１６】最三決令和７年１１月１０日 最高裁ＨＰ  

令和７年（し）第１７７、第１７８号  司法警察員がした押収物の還付に関する処分に対する準抗告棄却

決定に対する特別抗告事件、検察官がした押収物の還付に関する処分に対する準抗告棄却決定に対

する特別抗告事件  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95002.pdf 

（事案）  

司法警察員は、ホテルのロビーにおいてＡが持参した不動産購入代金１億５０００万円等在中のスー

ツケース１個を持ち去り窃取したという窃盗被疑事件について、申立人使用の自動車を捜索してスーツ

ケース１個（以下「本件スーツケース」という。）を差し押さえた（以下「本件差押え」という。）。司法警察

員は、現金１５００万円（以下「本件現金」という。）を発見し、本件現金在中の本件スーツケースを前記

窃盗被疑事件の被害品と認めてＡに還付（以下「本件還付に関する処分１」という。）した後、Ａから改

めて本件現金及び本件スーツケースの任意提出を受けて領置した。 

申立人は、ホテルのロビーにおいてＡに対し一時的に預かる旨うそを言って本件スーツケース１個の

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94172.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95002.pdf
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交付を受けてだまし取ったという詐欺の公訴事実で起訴されたが、無罪判決を受けた。同判決は、検察

官から控訴がなく、確定した。 

申立人は、本件現金の還付を請求したが、検察官は還付をしない処分（以下「本件還付に関する処

分２」）とした。 

申立人は、本件還付に関する処分１及び２に対し、特別抗告を申し立てた。 

（判旨）  

（１）本件還付に関する処分１について 

本件刑訴法４３０条の準抗告が、裁判に対するものではなく、捜査機関の処分に対する不服申立て

の制度であることに鑑みれば、同条の準抗告裁判所は、捜査機関の処分の当否を判断するに当たり、

捜査機関が当該処分当時に収集していた資料のみならず、その当時の事実に関する資料であって、そ

の後捜査機関が収集し、又は裁判所に提出されたものについても考慮に入れるべきであるところ、原

決定は、その当時の事実に関する資料であって、その後に収集し、又は裁判所に提出されたものを考慮

に入れていない。本件詐欺被告事件の記録等によれば、申立人は、第三者の依頼を受けて、当該第三

者とＢとの間の外貨両替取引に供するものとして、Ａから現金１億５０００万円を受け取った可能性が

否定できないから、本件現金が贓物であったとは認められない。したがって、本件現金が贓物であると

認定した本件還付処分を是認した原決定を取消す。 

（２）本件還付に関する処分２について 

原決定は、取り消されるべき本件還付決定（本件還付に関する処分１について）が有効であることを

前提にしていることから、取り消されるべきである。 

参照条文等：刑事訴訟法２２２条１項・１２３条１項 

 

【１７】仙台高判令和７年１１月６日 裁判所ＨＰ 

令和６年（う）第１５０号 傷害、強要、殺人、死体損壊、死体遺棄、詐欺、恐喝被告事件（破棄自判）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95012.pdf 

本判決は、欺罔行為者以外の者に財物を交付させても詐欺罪は成立するが、そのためには、財物の

交付を受けた者が欺罔行為者と全く無関係の者ではないことを示す事情、すなわち、財物の交付を受

けた者が行為者と共犯関係にあるか、共犯関係にない場合には、財物の交付を受けた第三者が欺罔行

為者の道具に過ぎず、第三者に交付された財物がその後欺罔行為者に渡ることになっていた、あるい

は、欺罔行為者が第三者に財物を交付させて利得させる意思を有していたなどの特別な事情が存在す

る必要があり、そのような事情を示す事実を摘示しなければならないとした上で、原判決は、財物の交

付を受けた甲について、原判示第５及び第６に係る罪となるべき事実においてこれらの事情を何ら摘

示せずに詐欺罪の成立を認めた点に、理由不備の違法があるとし、恐喝罪についても同旨を指摘し、原

判決を破棄した上で、原判決と同様に懲役２５年に処断した。 

参照条文等：刑法２４６条 

 

【１８】東京地判令和６年７月１８日 判例タイムズ１５３６号２３１頁 

令和４年（ワ）第５５４２号 損害賠償請求（国家賠償請求）事件（一部認容、控訴（後控訴棄却））  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93831.pdf 

弁護士であったＸが、犯人隠避教唆の被疑者として逮捕、勾留されていた平成３０年１０月１５日か

ら同年１１月５日までの間、横浜地方検察庁特別刑事部の検察官による取調べを受けたところ、Ｘは黙

秘をする意思を一貫して示し続けていたが、本件取調べには黙秘権侵害、弁護士依頼権侵害及び人格

権侵害の違法があり、精神的苦痛を受けたと主張して、国に対し、国家賠償法１条１項に基づき、損害

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95012.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93831.pdf


 

- 14 - 
 

賠償金１１００万円及びこれに対する遅延損害金の支払いを求めた。 

本判決は、Ｘが黙秘の意思を表明した後も本件取調べを継続したことについては、それ自体をもって、

原告の黙秘権を侵害するものとして国家賠償法上違法であると認めることはできないとしたが、本件

取調べにおける検察官の個別の発言を認定し、その言動が、本件事案の内容・性質、嫌疑の程度及び

取調べの必要性を考慮しても、社会通念上相当と認められる範囲を超えて、Ｘの人格権等を侵害する

ものといわざるを得ず、国家賠償法１条１項の適用上違法であるとして、慰謝料１００万円、弁護士費用

１０万円及びこれらに対する遅延損害金の範囲でＸの請求を認容した。 

参照条文等：国家賠償法１条１項  

 

（公法）  

【１９】東京高判令和６年１０月３０日 判例タイムズ１５３６号１４２頁 

令和５年（ネ）第２９２号  国家賠償請求控訴事件（控訴棄却、上告、上告受理申立）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93565.pdf 

同性の者との婚姻届を提出したが、同性同士を当事者とする届出であることを理由に受理されなか

った控訴人らが、国に対し、現行の法令が同性間の婚姻を認めていないことは、憲法１４条１項、２４条

１項、２項に反すると主張し、国会が同性間でも婚姻が可能とする立法措置をとらないという立法不作

為の違法を理由に、国家賠償法１条１項に基づき、慰謝料各１００万円を請求した事案。 

本判決は、現行の法令が、民法及び戸籍法において男女間の婚姻について規律するにとどまり、同

性間の人的結合関係については、婚姻の届出に関する民法７３９条に相当する配偶者としての法的身

分関係の形成に係る規定を設けていないことは、個人の人格的存在と結び付いた重要な法的利益に

ついて、合理的な根拠に基づかずに、性的指向により法的な差別的取り扱いをするものであって、憲法

１４条１項、２４条２項に違反するとしたが、現時点までに、それらに違反することが、国会にとって明白

となっていたということはできず、国会が現時点までに当該規定を設けていないという立法不作為を

もって国家賠償法の適用上違法であるとはいえないと判断した。 

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条１項・２項、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１

条１項 

 

【２０】仙台高判令和７年２月２７日 判例タイムズ１５３６号７２頁 

令和６年（行コ）第２０号 公文書部分開示決定処分取消等請求控訴事件（取消自判（確定）） 

情報公開条例に基づき、教育委員会に情報開示請求を行い、当該事務の委任を受けた教育長によ

る一部開示決定（本件開示決定１）を不服として、審査請求（本件審査請求）をした控訴人が、これに対

する裁決がないまま放置され、かつ、権限のない町長を実施機関として開示決定１で非開示とされた情

報の一部が開示決定（本件開示決定２）されたとして、教育長が本件審査請求に対する裁決をしないこ

との違法確認及び本件開示決定２の取消しを求めた事案。 

本判決は、審査請求を受けた教育長は、裁決の形式で応答する義務を免れないところ、裁決可能な

状態となってから約１年９か月の間、裁決をしなかったことは違法であるとして、違法確認請求を認容

すると共に、開示決定２についても、同決定は無権限の者が行政庁として行った違法な行政処分であ

るから、取消しを免れないとして、取消請求を認容した。 

参照条文等：行政不服審査法４４条、４６条１項、５０条１項 

 

【２１】名古屋高判令和７年３月７日 判例タイムズ１５３６号１０２頁 

令和５年（ネ）第５７０号  国家賠償請求控訴事件（控訴棄却、上告、上告受理申立）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93565.pdf
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https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94056.pdf 

戸籍上の性別が同性の者同士である控訴人らが、同性間の婚姻を認めていない民法及び戸籍法の

規定は、憲法２４条及び１４条１項に違反するにもかかわらず、国が必要な立法措置を講じていないた

め、婚姻をすることができない状態にあると主張して、国家賠償法１条１項に基づき、国に対し、慰謝料

各１００万円の支払いを求めた事案。 

本判決は、本件諸規定が同性カップルが法律婚制度を利用することができないという区別をしてい

ることは、個人の尊厳の要請に照らして合理的な根拠を欠く性的指向による法的な差別取扱いであっ

て、憲法１４条１項に違反するものと言わざるを得ず、国会に与えられた立法裁量の範囲を超えるもの

として、憲法２４条２項にも違反すると解するのが相当であるとしたが、本件諸規定を改廃しないこと

が国家賠償法上違法であるかについては、同性カップルに法律婚制度を付与する必要性が具体的に認

識・浸透されるようになったのは、比較的最近のことであり、それが急速に広がったと認められること、

本件諸規定が同性婚を認める規定を全く設けていないことの憲法適合性についての司法判断が札幌

地方裁判所の令和３年３月１７日判決までなく、その後、同様の司法判断を求める訴訟の判決が積み

重ねられつつあるものの、その判断内容自体必ずしも統一されておらず、最高裁判所の判断は未だ示

されていないことなどのことから、本件諸規定を改廃しないことが国家賠償法上違法であるとはいえな

いとした。 

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１条１項 

 

【２２】大阪高判令和７年３月２５日 判例タイムズ１５３６号７６頁 

令和４年（ネ）第１６７５号 損害賠償請求控訴事件（控訴棄却、上告、上告受理申立）  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94031.pdf 

同性同士の婚姻の届出をしたが両者が同性であることを理由に不受理処分を受けた同性カップル

が、同性間の婚姻を認めていない民法及び戸籍法の規定が民法２４条、１３条、１４条１項に違反すると

主張し、同性間の婚姻を認める立法措置を講じない立法不作為の違法を理由に、国に対し、国家賠償

法１条１項に基づき、それぞれ慰謝料１００万円の支払いを求めた事案。 

本判決は、本件諸規定は、性的指向が同性に向く者の個人の尊厳を著しく損なう不合理なものであ

り、かつ、婚姻制度の利用の可否について性的指向による不合理な差別をするものとして法の下の平

等の原則に反し、国会の立法裁量の範囲を超えるものであって、憲法１４条１項及び２４条２項に違反

するとしたが、同性婚の法制化が憲法上の要請であるかは、憲法の文言上一義的に明らかではなく、同

性婚を認めないことの違憲性について最高裁判所による統一的判断がされていないことなどからする

と、違憲性が国会にとって明白であったなどということはできず、立法不作為が国家賠償法上違法で

あるとはいえないとした。 

参照条文等：憲法１３条・１４条１項・２４条１項・２項、民法７３９条１項、戸籍法７４条、国家賠償法１

条１項 

 

【２３】仙台高判令和７年１１月７日 裁判所ＨＰ 

令和７年（行ケ）第１号 選挙無効請求事件  

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95010.pdf 

２０２５年７月２０日に行われた参議院議員通常選挙について、参議院（選挙区選出）議員の議員定

数配分規定（最小の福井県選挙区を１とした場合、最多の神奈川県選挙区は３．１２７倍）の合憲性が

争われた事案である。 

裁判所は、選挙区間の較差が３倍程度の水準であることをもって、違憲状態の解消が実現されてい

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94056.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94031.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-95010.pdf
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ると判断することはできないとした上で、立法府の取り組み状況等を検討し、違憲の問題が生ずる程度

の著しい不平等状態にあったというべきであるが、本件選挙までの間に本件定数配分規定の改正がさ

れなかったことをもって、国会の裁量権の限界を超えるものとはいえず、本件定数配分規定が憲法に

違反するということはできないと判断した。 

参照条文等：憲法１４条  

 

（紹介済み判例） 

大阪地判令和６年８月３０日 判例時報２６３０号１２８頁  

令和３年（ワ）第１１１０４号（第１事件）・令和５年（ワ）第３２３号（第２事件）  損害賠償請求事件  （棄

却（確定））  

→法務速報２８９号５番で紹介済み 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93396.pdf 

 

最三決令和６年１０月２３日 金融法務事情２２６８号９０頁 

令和６年（許）第１号  仮差押命令認可決定に対する保全抗告審の取消決定に対する許可抗告事件

（破棄差戻）  

→法務速報２８３号９番で紹介済み 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93453.pdf 

 

東京家審令和７年１月１０日 判例時報２６３０号１２１頁  

令和４年（家）第５３２５号 市町村長処分不服申立事件（却下、即時抗告（抗告棄却））  

→法務速報２９１号９番で紹介済み 

 

大阪高判令和７年１月２０日 判例タイムズ１５３６号１２１頁  

令和５年（ネ）第６１９号  損害賠償請求控訴事件（変更（確定））  

→法務速報２８６号５番で紹介済み 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93741.pdf 

 

最二決令和７年３月１９日 判例タイムズ１５３６号６３頁 

令和６年（許）第１２号 債権差押命令に対する執行抗告審の取消決定等に対する許可抗告事件（破棄

自判） 

→法務速報２８８号１４番で紹介済み 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93929.pdf 

 

最一決令和７年５月２１日 判例タイムズ１５３６号６９頁 

令和７年（し）第３２８号 保釈請求却下決定に対する異議申立て棄却決定に対する特別抗告事件（取

消差戻）  

→法務速報２９０号１２番で紹介済み 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94115.pdf 

 

 

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93396.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93453.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93741.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-93929.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94115.pdf
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２． 令和７年（２０２５年）１１月２０日までに成立した、もしくは公布された法律  

種類  提出回次  番号 

法律名及び概要 

 

成立法令なし 

 

 

３． １１月の主な発刊書籍一覧（私法部門）  

著者 出版社 頁数 定価（税込）  

書籍名  

★は後記に解説あり 

 

棚村政行／監修  公益社団法人家庭問題情報センター（ＦＰＩＣ）／編  山口恵美子  山口美智子 笠松

奈津子／著 日本加除出版 ４，１８０円  

親子交流支援者ハンドブック「子どものための親子交流」をめざして 

 

愛知県空き家・空き地対策実務研究会／編 新日本法規 ４，７３０円 

相談対応事例 空き家・空き地の諸問題 事案解決の道筋と実務のポイント★ 

 

佐野誠 山下典孝 遠山聡／編 保険毎日新聞社 ５，１７０円  

自動車保険約款コンメンタールⅠ 

 

佐野誠 山下典孝 遠山聡／編 保険毎日新聞社 ５，８３０円  

自動車保険約款コンメンタールⅡ 

 

 

４． １１月の主な発刊書籍一覧（公法・その他部門）  

著者 出版社 頁数 定価（税込）  

書籍名  

★は後記に解説あり 

 

前田拓郎／著 オーム社 ３，３００円  

生成ＡＩ開発・運用のための法務の教科書 そのＡＩ、訴えられませんか？ 

 

櫻庭倫 国分貴之／著  金融財政事情研究会  ６，６００円  

詳説 戸籍法改正 氏名の振り仮名の法制化  

 

浅井隆／編著 西頭英明 柏戸夏子 友永隆太 荒井徹／著 青林書院 ４，４００円  

最新青林法律相談５４  解雇・退職勧奨・雇止めの法律相談Ⅰ 

 

浅井隆／編著 西頭英明 柏戸夏子 友永隆太 荒井徹／著 青林書院 ４，９５０円  
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最新青林法律相談５５  解雇・退職勧奨・雇止めの法律相談Ⅱ 

 

安倍嘉一／著 民事法研究会 ３，４１０円  

ケースで学ぶ労務トラブル解決交渉術（第２版） 

 

指宿昭一 中村優介 大坂恭子 髙井信也 加藤桂子／著 旬報社  ４，４００円  

最新テーマ別［実践］労働法実務１１外国人労働者の法律実務★ 

 

鈴木規央／著 中央経済社 ４，６２０円  

詳解 特別清算の実務（第２版）手続・書式のすべて 

 

 

５． 発刊書籍＜解説＞ 

 

「相談対応事例 空き家・空き地の諸問題 事案解決の道筋と実務のポイント」 

空き家に関する具体的な事例について、関連法令の解説及び具体的な解決方法について解説され

ている。相続、後見など空き家に関連する諸問題について幅広く解説されており有用である。 

 

「最新テーマ別［実践］労働法実務１１ 外国人労働者の法律実務」 

外国人労働者特有の問題について焦点を当て、在留資格や、裁判管轄、準拠法等を踏まえて、さま

ざまな事例について労働者の視点から解説されており、実務において有用な書籍である。 
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